オーストラリア憲法における議院内閣制と解散権 by 澤登 文治
67


















オーストラリア憲法は，1898 年に憲法会議で草案が準備され，翌 1899 年
に 6 自治領首相会議で承認された後，イギリス本国議会通過後の1900年 9月




















の主体は，天皇が形式的に有するが，実質的には内閣が憲法 69 条および 7
条に基づき有するものと理解されている。さらに解散権行使の場合を 69 条















を想定して，憲法 59 条 2 項は，参議院で否決された法律案を，衆議院が出








































法的な長（the legal head） 〔＝連邦総督〕と，その政府の政治的な長（the politi-








ハンクス氏が例示する憲法 62 条から 64 条が明文で定めるのは，わが国の内
閣に相当する連邦行政評議会（Federal Executive Council）（62 条），連邦行政評議











議員でなかった場合には，第 1 回総選挙の後「3 カ月を超えて在任すること
ができない」と定め，大臣は連邦議会議員であることを要求する（同条 3
項）。このようにして，大臣は，わが国の憲法 68 条 1 項のように，過半数が
議員であれば良いとはしていないので，すべてが実質的に議員でなければな
らない。また大臣が，わが国の内閣に相当する連邦行政評議会を構成し，連













動する。政治的な長〔＝内閣総理大臣〕 （the political leaders）は，こうして連邦





























































3.  オーストラリア憲法における 













































ア憲法 5 条および 28 条は代議院の単独解散を，57 条は両院同時解散を認め
ている。元老院の単独解散を容認する規定は見出されない。したがって，憲
























































































この点について，Blackshield and Williams による基本書，Australian 




《連邦総督は，〔行政評議会の〕助言に基づいてのみ （only on advice） 行為す
るべきであるという慣習には，例外がある。〔連邦総督には〕「留保権限 （re-









するかを決定する独立の裁量 （an independent discretion） を有する。しかし，
〔現〕政府が選挙で敗れたような通常の状況においては，失職する（outgo-
ing）内閣総理大臣は，勝利した政党の領袖を次期総理大臣（his or her suc-
cessor）として任命するよう〔連邦総督に〕助言するのが，慣習の要求すると
ころである。また，本当の裁量（a real discretion）が生ずるような真に疑わ





























































当時に， その議論を取りまとめた 「共和国諮問委員会（Republic Advisory Com-
mittee）」は，連邦総督の権限行使に関する行政評議会の助言について，どの
ような見解をとっていたであろうか。Blackshield and Williams の， 次の説明
が重要である。
《内閣総理大臣の解任は，〔連邦総督の〕留保権限の中でも最も劇的で論争
的なものであり，したがって，それは，「最終最後の手段（a recourse of last 























































《南オーストラリア州知事は，最初の 3 年間に限り下院（the House of As-
sembly）を解散することができるが，それは，政府が下院の信任投票で敗





クトリア州知事は，4 年任期の最初の 3 年以内であれば〔同州憲法〕66 条
に定めるデッドロック解決手続の一環としてのみ，下院を解散することが
できる。または，上院が，下院で可決された通常の政府の年次行政行為の


















たは， 政権党の誰も政府を構成しようとしないなど， 次の政府（alternative 
government）を構成することが不可能である














































〔1983 年代表法によって各州代表は 12 人に増員された。……。〕
　4項　元老院の任期は，6年とする。




つまり，代議院は人口比例原則によって選挙された，任期 3 年（28 条）の議
員によって構成されるのに対し，元老院は各州平等の原則によって選挙され














には，衆議院で可決した法律案を参議院が否決した場合，憲法 59 条 2 項に




憲法では，上記 57 条 2 項で，解散後の新しい両院における新しい会期にお
いて，代議院が再度可決した法律案を，再度，元老院が，実質的に否決した
場合に，ようやく，連邦総督は両院協議会を召集することができるとする。








る上下両院解散選挙は，1901 年の連邦結成以来これまで 6 回〔ただし 2016
年より前の時点〕しか実施されておらず，また最終的な解決策である両院合
同議会は 1 回しか召集されていない。過去 50 年間，政権党が上院の過半











































院は野党である自由党・国民党連合（the Liberal-Country Party Coalition）が大
勢を占めていた39）。同年 10 月 15 日に，元老院は，ウィットラム内閣の歳出
承認案を含む財政プログラムの法案を審議することを拒み，代議院の解散と
総選挙を要求した40）。ウィットラム首相および代議院は，この要求を拒否し



























































事柄として， ハンクス氏が指摘している点を以下にまとめ， 次いで， 彼の批判
的な見解を概観することで，この「憲法危機」の主要な論点を考察したい。





























































































上） 法案 （Building and Construction Industry （Improving Productivity） Bill 2013）」， 
「2013年建設及び建設業 （結果的及び移行的条文） 法案 （Building and Construc-
tion Industry （consequential and Transitional Provisions） Bill 2013）」および「2014 年
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公正労働 （登録機関） 改正法案 （Fair Work （Registered Organisations） Amendment 
Bill 2014）」が元老院で否決され，それに対して，2016 年 5 月 8 日に，内閣総
理大臣が連邦総督に対し，次のような助言を行った。
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